
日本気象学会 2024 年度夏季大学 

1 

 

高温や熱波が直接的に人間健康に及ぼす影響 
 

井原智彦（東京大学 大学院新領域創成科学研究科 環境システム学専攻） 

 

1. はじめに 

世界各地で、全球規模の気候変動を背景として、

気温が上昇してきている。都市域ではヒートアイラ

ンド現象の影響も受けて、さらに高温化が進んでい

る。気候変動に関する政府間パネル(IPCC) (2021)の

報告書では、あらゆる将来シナリオの下で気温のさ

らなる上昇や極端な暑さの増加が予測されている。 

 

2. 気候変動が人間健康に影響するメカニズム 

2.1 人体の熱収支 

恒温動物である人間は、常に熱を産生し続けてお

り、それを環境に放散することで、一定の体温を保

っている。環境から熱が流入することもあり、その

分も放散する必要がある。人体を取り巻く熱の産生・

流入・放散および人体への蓄積負荷を整理すると、

式(1)・図 1で表せる。 

𝑀 − (𝐶 + 𝑅 + 𝑙𝐸) = 𝑆 (1) 

ここで、𝑀は代謝熱で、体温維持のために人体内で

産生される熱である。𝐶は対流（顕熱輸送）で、皮膚

温と気温の差に応じ、風によって皮膚面から奪われ

ていく顕熱である。𝑅は放射（純放射）で、長波放射

で人体から出て行く熱から、太陽からの短波放射と

地物からの長波放射で人体に流れ込んでいく熱を引

いたものである。𝑙𝐸は蒸発散（潜熱輸送、𝑙が水の蒸

発潜熱・𝐸が蒸発量）で、湿度に応じて、皮膚の濡れ

面から風による蒸発で奪われていく潜熱である。𝑆

は産生される熱𝑀から奪われる熱(𝐶 + 𝑅 + 𝑙𝐸)を引

いたもので、人体に蓄積される熱（人体熱負荷）で

ある。厳密には、人体が地物に接触することで熱の 

 

図 1 人体の熱収支 

伝導も考えられるが、立位の場合は小さい（図 1 で

は靴を履いた足の裏のみが地物に接触している）。 

𝑆 = 0でないと体温を一定に保てないため、体温調

節機能が働く。𝑆 < 0となると「寒さ」を感じて、震

えが発生して産熱が増大したり（𝑀の増加）、末梢血

管を収縮させることで血流量を減らし皮膚温を低下

させたり（𝐶と𝑅の減少）する。一方、𝑆 > 0となると

「暑さ」を感じて、発汗量を増大させたり（𝑙𝐸の増

加）、末梢血管を拡張させることで血流量を増やし皮

膚温を上昇させたり（𝐶と𝑅の増加）する。 

顕熱輸送𝐶は、式(2)で表すことがある。 

𝐶 = 𝑐𝑝𝜌ℎ𝑐(𝑇𝑠 − 𝑇𝑎) (2) 

ここで、𝑐𝑝は空気の比熱、𝜌は空気の密度、ℎ𝑐は対流

熱伝達率（風速𝑈が大きいほど大きくなる）、𝑈は風

速、𝑇𝑠は皮膚温度、𝑇𝑎は気温である。すなわち、顕熱

輸送𝐶は気温𝑇𝑎が低いほど風速𝑈が大きいほど大き

くなる。また、気温𝑇𝑎が皮膚温𝑇𝑠より大きい場合、𝐶

は負となり、空気から熱を受け取ることになる。 

同様に、潜熱輸送𝑙𝐸は、式(3)で表すことがある。 

𝑙𝐸 = 𝑙𝜌ℎ𝑒𝑤𝑠(𝑝𝑆𝐴𝑇 − 𝑝𝑎) (3) 

ここで、ℎ𝑒は潜熱伝達率（風速𝑈が大きいほど大きく

なる）、𝑤𝑠は皮膚の濡れ面積率、𝑝𝑆𝐴𝑇は皮膚表面にお

ける飽和水蒸気圧、𝑝𝑎は空気の水蒸気分圧である。

潜熱輸送𝑙𝐸は濡れ面積率𝑤𝑠が大きいほど水蒸気圧

𝑝𝑎が低いほど風速𝑈が大きいほど大きくなる。 

 

2.2 人間健康への影響 

気温が上昇し、𝐶が小さい、あるいは負となるよう

な環境下で、体温調節機能では調節しきれない場合

がある。そうすると、コア体温は上昇し、熱中症に

至る可能性が出てくる(Bouchama and Knochel 2002)。

循環器や呼吸器の疾病を持っている人々、あるいは

能力が低下した高齢者は、熱中症に至る前に、熱疲

労などによる循環不全で死亡する(本田・高橋 2009)。 

睡眠と体温はともに概日リズムによって調節され

ている(Refinetti and Menaker 1992)。睡眠は体温が下

がると起こり、上がると終わる傾向がある。周囲温

度が睡眠に適さない場合、睡眠サイクルが乱れる

(Haskell et al 1981)。 

 

短波放射

長波放射

対流（顕熱輸送）

蒸発散（潜熱輸送）

代謝熱

人体熱負荷

放射



日本気象学会 2024 年度夏季大学 

2 

 

2.3 間接的な影響 

気温上昇が直接人体熱収支に影響を与えることで

引き起こされる直接的な影響のほか、間接的な影響

も存在する。 

紫外線により大気中の VOCsや NOxがオゾンなど

の光化学オキシダントを生成する反応は、気温上昇

により活性化される(Yoshikado 2023)。この光化学オ

キシダント濃度の増大は、呼吸器系疾患に影響を及

ぼす(Shahriyari et al 2021)。 

気温上昇は、媒介動物の生息域を変化させ、条件

によって、マラリアやデング熱など動物媒介性感染

症を拡大させる。また、水や食物を介する伝染性媒

体が拡大することにより、下痢や他の感染症を増大

させる恐れがある(地球温暖化と感染症に係る影響

に関する懇談会 2007)。 

また、気温上昇は、飽和水蒸気圧の上昇を通じて、

降水パターンの変化をもたらす。洪水はしばしば人

命を直接奪う。作物の収量減少も、低栄養を通じて

子供たちの生育を損なうほか、人命を奪うこともあ

る(World Health Organization 2014)。 

 

3. 世界のさまざまな健康影響の実態 

気温の上昇は、直接的にも間接的にも人間健康に

影響をもたらす。その影響の大きさはどのくらいな

のだろうか？ IPCC Working Group II (2022)による

と、気候変動による死亡数は 2019 年に 39 百万人に

達し、年間総死亡数の 69.9%を占めている。内訳と

しては、心血管疾患が 32.8%、呼吸器疾患として慢

性呼吸器疾患は 7%、呼吸器感染症と結核は 6.5%を

占めている。1990 年から 2017 年までの傾向を見る

と、デング熱が十万人あたり 1.5 人から 2.0 人に増

加した一方、下痢性疾患が同 350 人から 150 人と減

少したのを始め、自然災害、暑熱・寒冷曝露、マラ

リア、低栄養はいずれも減少している。これは公衆

衛生が向上したためと考えられる。 

一方、世界保健機関 (World Health Organization, 

WHO) (2014)は、温室効果ガス排出量が SRES A1b シ

ナリオかつ社会経済条件が基準シナリオの場合の、

2030 年と 2050 年の気候変動による死亡数を予測し

ている。予測によると、2030 年に低栄養が 95,000 人、

マラリアが 60,000人、デング熱が 260人、下痢性疾

患が 48,000 人、暑熱曝露が 38,000 人の死亡につな

がっているのに対し、2050 年はそれぞれ 85,000 人、

33,000 人、280 人、33,000 人、95,000 人の死亡と、

暑熱曝露を除いて減少する傾向にある。ここでも公

衆衛生の向上が健康影響を軽減しているが、暑熱曝

露は公衆衛生の向上のみでは増加を防げないことが

わかる。なお、暑熱曝露による死亡は世界的に増加

するが、増加が大きく見込まれるのは南アジアと東

アジアである。 

 

4. 日本国内の健康影響の実態 

日本国内で問題となっている、あるいは問題にな

りそうな健康影響は、熱中症を始めとする直接的な

健康影響（暑熱暴露）である。間接的な健康影響で

は自然災害（水害）が問題視される。 

 

4.1 熱中症 

直接的な健康影響の代表格が熱中症である。熱中

症による死亡数は、コロナ禍の 2021 年を除いて近年

1,000 人を超えており、2018 年に 1,581 人を数えた

ほか、2022 年も 1,477 人となっている（厚生労働省 

2023）。ほぼ一貫して死亡数が増加している原因は、

気温上昇のほか、高齢化や死因に用いられる疾病及

び関連保健問題の国際統計分類 (International 

Statistical Classification of Diseases and Related 

Problems, ICD)の改訂にあるが、高齢化や ICD の改

訂を調整しても、死亡率の増加には有意な傾向が認

められている(藤部 2013)。熱中症死亡数は人口動態

調査の死亡票を死因別に解析することで算出される

が、値が確定するのは 1 年以上かかること、また「熱

中症」という ICDはなく、対応させる ICD によって

値が変化することに注意が必要である(中井 2019)。 

熱中症の被害は、救急車による搬送数（救急搬送

数）でも表現される。救急搬送数は、2010 年に 56,119

人を記録して以降、50,000人前後で推移していたが、

2018 年に 95,137 人を記録、以降は 2021 年の 47,877

人を除くと 60,000～100,000 人程度で推移しており、

2023年には 91,467人を数えた(総務省消防庁 2024)。

各自治体の救急搬送数を集計した救急搬送数データ

が出典であり、翌年に値が確定する。救急搬送数も

年々増加しており、気温上昇と高齢化によるものと

思われるが、2010 年の急増などはそれらだけでは説

明が付かず、社会情勢の変化を受けている可能性が

ある。 

熱中症の被害を示した事例として、他に受診数も

存在する。熱中症に伴う受診数は、2010 年以降につ

いて判明しており、300,000～400,000 人程度で推移
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していたが、2018 年に 600,000 人近くを記録してい

る（2019年以降は未解析）(環境省 2022)。受診数は

死亡数や救急搬送数よりも対象が広くなり、より熱

中症の実態を反映していると考えられるが、診療報

酬明細書を医療従事者が解析しないと算出できず、

死亡数や救急搬送数のようには入手しやすくないの

が難点である。 

 

4.2 熱疲労などによる循環不全 

前述の通り、身体能力が低下した場合は、熱中症

に至る前に熱疲労などによる循環不全で死亡する。

呼吸器疾患や循環器疾患が死因となり、暑熱特有の

死因ではないため、死因別の死亡数から定量化でき

ない。しかし、日最高気温と日死亡数の関係を解析

し、高温になった際の死亡数の増加から推測するこ

とは可能である。これを超過死亡と呼ぶ。1985–2012

年の日本の暑熱超過死亡は全死亡の 0.32%であり、

同期間の死亡数は 27 百万人であることから、年平均

3,000 人程度となる(Gasparrini et al 2015)。このうち

熱中症が占めるのは 2 割程度であり、残りを循環不

全と考えると、被害としては循環不全の方が大きく、

熱中症のみでは暑熱の健康影響を評価できないこと

がわかる。 

 

4.3 睡眠困難 

暑熱は睡眠を悪化させる。睡眠は熱中症や熱疲労

のように統計は存在しないが、疫学調査を用いて名

古屋市（2,300 千人）の実態を明らかにした研究によ

ると、年間のべ 355,000 人が暑熱による睡眠困難を

経験したと推定された（夏季を 3 か月とすると夏季

の毎日におおよそ 0.2%の人口が暑熱による睡眠困

難となっている）(Ihara et al 2023)。睡眠困難は直接

的には死亡に繋がらないが、障害調整生存年

(disability-adjusted life year, DALY)を用いると、名古

屋市の毎年の暑熱に伴う睡眠困難の損失余命は 100

年程度と推定される。熱中症の死亡に伴う損失余命

も 100 年程度と推定されていることから、社会にお

ける睡眠困難の被害は熱中症の死亡の被害に匹敵す

ると考えられる。 

 

4.4 疲労 

実際に人々が真夏に経験する症状としては、熱中

症よりも、不眠や疲労・変調を訴える方が大きい(環

境情報科学センター 2009)。 

疫学調査より実態を推測した研究が存在し、1℃上

昇するごとに 0.76%の疲労の有症者が増加し、大阪

府（8,800 千人）では 40年間の気温上昇で DALYで

2,600 年の余命が損失されたと推定されている(鳴海

ほか 2019)。睡眠困難は 4,100 年の損失余命と推定

されることから、疲労は睡眠困難の 6 割程度の被害

をもたらしていることになる。 

 

4.5 水害 

水害による死亡数（行方不明を含む）は、1959 年

に 5,565 人を記録するなど、過去には 1,000 人を超

えることも珍しくなかったが、近年は大きな災害が

ない限り 100 人以下となっており、今世紀に入って

から年平均 90 人程度である(国土交通省 2023)。こ

れは社会基盤の整備の効果であると考えられる。し

かし、平成 30年 7月豪雨が発生した 2018年には 254

人、令和元年東日本台風のあった 2019年には 122 人

と、長期的には死亡数はやや増大しているように見

受けられる。 

 

4.6 その他の健康影響 

気温の上昇は、さまざまな感染症（ヘルパンギー

ナ、手足口病、咽頭結膜炎、腸管出血性大腸炎感染

症、感染症胃腸炎、流行性角結膜炎、突発性発疹）

に影響を与えるが、その被害は合計しても睡眠困難

や疲労より 2桁小さい(鳴海ほか 2019)。また、熱中

症、睡眠困難、疲労以外の直接的な健康影響も存在

するかもしれないが、自覚症状から推測する限りで

は、小さいことがわかっている(井原ほか 2011) 

 

5. 暑熱環境の予測 

5.1 温熱指標 

人体の熱収支を計測できれば、熱中症のリスクを

評価できるが、熱収支そのものを計測するのは困難

である。人体熱収支に主に関係するのは温熱 6 要素

と呼ばれる 6 個の因子であることがわかっており

(Fanger 1970)、温熱 6 要素を計測すれば、人体の熱

収支を類推できる。温熱 6 要素は、物理的環境因子

である温度、湿度、気流、輻射（放射）の 4 個の因

子に、人体の生理にかかわる活動量（代謝量）と着

衣量（着衣の熱抵抗）の 2 個の因子を加えたもので

ある。人体熱収支と温熱 6 要素の関係は図 2 のよう

にまとめられる。 

温熱 6 要素あるいはその一部を合成することで温 
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図 2 人体の熱収支項目と温熱 6 要素の関係 

 

熱指標を作成し、1 つの指標を計算することで、人

体の熱収支あるいは体感を推計しようという試みは

広くおこなわれており、現在では数多くの指標が存

在する(Carlucci and Pagliano 2012)。 

特に有名であるのが、温度と湿度から計算される

有効温度 (effective temperature, ET) (Houghton and 

Yaglou 1923)、温度と放射から計算される作用温度

(operative temperature, OT) (Winslow et al 1937)、温度

と風速から計算される風冷指数 (wind chill index, 

WCI) (Siple and Passel 1945)、温度・湿度・放射から

計算される湿球黒球温度(wet-bulb globe temperature, 

WBGT) (Yaglou and Minard 1957)、温度と湿度から計

算される不快指数 (discomfort index, temperature-

humidity index, THI) (Thom 1959)、熱ストレス指数

(heat stress index, HSI) (Belding and Hatch 1955)である。

このうち OTと HSIは体感に基づいていないが、ET・

WCI・WBGT・THI は体感に基づいて計算式が開発

されている。特に、WBGTは軍隊訓練時の熱中症予

防のために開発されたものであり、ISO-7243 で規定

されている。熱中症発症と相関することが良く知ら

れており、環境省では「暑さ指数」と呼んで、WBGT

が 35℃に達すると予測される場合は熱中症特別警

戒アラートを発令することで、熱中症予防に利用し

ている。一方で、WBGT の各係数は人体の熱平衡式

から算出される係数から外れているため、実験条件

を外れた環境では合わない可能性も指摘されている

(持田・佐古井 2011)。 

人体熱収支を模擬できる熱的快適性モデルを開発

し、モデルを用いて理論的に正しい温熱指標を開発

する試みも存在する。予測平均温冷感申告(predicted 

mean vote, PMV) (Fanger 1970)はその走りであり、そ

の後、2 ノードモデルに基づいた標準有効温度

(standard effective temperature, SET) (Gagge et al 1971)、

SET を屋外に適用させた OUT_SET* (Pickup and de 

Dear 1999)、生理的相当温度(physiological equivalent 

temperature, PET) (Höppe 1999)が開発されている。近

年、国際生気象学会が開発したユニバーサル熱気候

指数(universal thermal climate index, UTCI) (Błażejczyk 

et al 2013)は、すべての気候・季節・時間に適用でき

る屋外の熱ストレス・熱環境の評価指標を目指し、

最先端の人体熱モデルに基づき、12 種類の生理量を

再現できるように開発された指標である。UTCI は

広範な気象条件に適用可能であるが、もとの人体熱

モデルのソースコードが公開されておらず、着衣量

は気温の関数となって組み込まれてしまっているた

め、条件を変えた評価がおこないにくく、日本国内

ではほとんど使用されていない(石井・渡邊 2021)。 

 

5.2 熱中症リスクの予測 

熱中症救急搬送数や死亡数を、WBGTあるいは気

温・湿度・日射量など複数の変数で回帰させること

によって、予測モデルを開発することが広くおこな

われてきた（たとえば布施ほか(2014)）。こういった

古典的な予測モデルを用いることで、熱中症リスク

を予測可能である。 

一方で、実際の人体の熱収支は性別や年齢によっ

て異なるため、正確に予測するには環境因子に限ら

ず多くのパラメーターを組み込む必要がある。また、

熱中症の過半数は屋内で発生しているため、屋外の

熱環境下における人体の熱収支を再現しても、正し

く熱中症リスクを評価することはできない。 

数値計算の高度化と相まって、近年は、高度な予

測モデルも登場してきている。たとえば、天気情報

に加えて暦情報や人口・高齢化率なども入力して機

械学習で予測するモデル(Ogata et al 2021)や、個人の

コア体温や発汗量の計算をもとに予測するモデル

(Takada et al 2023)であり、後者は実際に名古屋市で

運用されている。 

 

6. 熱中症の対策 

具体的な熱中症の対策については、環境省(2024)

による各種のマニュアル・ガイドラインを参照され

たい。ここでは、主な熱中症対策について、人体熱

収支（図 1 参照）の観点から解説する。 

 

6.1 環境温度の低減 

気候変動やヒートアイランド現象を受けて気温が

• 熱収支項目
• 対流

• 蒸発散

• 放射

• 代謝熱

• 温熱環境
（環境）

• 温度

• 湿度

• 気流

• 輻射（放射）

（人体）

• 活動量（代謝量）

• 着衣量（着衣の熱抵抗）
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上昇し、人体熱収支が悪化している。そこで、積極

的なCO2排出量の抑制やネガティブエミッションの

導入、および人工被覆の自然被覆化が実施されれば、

気温が低減し、人体熱収支を元に戻すことが期待で

きる。しかし、費用と時間を必要とするため、残念

ながら即効的な熱中症対策となりえない。 

一方で、屋内の環境温度は、エアコンにより低減

可能である。環境温度を低減することで、人体から

の顕熱輸送を増加させることが期待できる。社会的

にも、実際にエアコンは暑熱関連死亡を減らしたと

考えられており、日本では普及率が 30%から 80%に

上昇したことで、暑熱関連死亡が 20.3%減ったと推

計されている(Sera et al 2020)。エアコンは睡眠困難

の削減にも有効であり、エアコンの使用は実際に睡

眠困難を減らしている(岡野ほか 2008)。 

 

6.2 熱収支の各項目の制御 

人体への放射を減少させるには、街路樹や日除け、

屋内ではすだれや緑のカーテンを用いて、日射を遮

るとよい。日中においては日射が熱の流入の多くを

占めるため、効果的である。 

人体からの潜熱輸送を増加させるには、風速の増

大が有効である。扇風機や最近人気のハンディファ

ンは、この仕組みを利用したものである。しかし、

環境温度が皮膚温度（33℃程度）より高いと、人体

からの顕熱輸送が負となってしまい、人体からの潜

熱輸送の増加を打ち消して逆効果となる可能性があ

る。そのため、冷却機能が付いていない扇風機は、

猛暑日には有効ではない。 

夏の暑さに身体を馴らす暑熱馴化は、暑くなる前

からの運動や入浴で達成できる。暑熱馴化できてい

る場合は、血流量の増加がより効果的におこなわれ、

皮膚温が上がる結果、人体からの顕熱輸送や放射が

増大する。飲水や適切な服装も発汗量を減らさない

点で有効である。 

ただし、熱収支の観点からは、放射を除くと効果

はそれほどは大きくなく、過度な期待は禁物である。 

 

7. おわりに 

気候変動が人間健康に及ぼすメカニズム、および

被害の実態と対策について概説した。 

人体の熱収支が崩れ、体温調節機能で調節しきれ

ない場合に、熱中症を始めとする直接的な影響が発

生する。一方で、光化学オキシダントによる呼吸器

疾患、動物媒介性感染症、下痢や他の感染症、洪水、

低栄養といった間接的な影響も引き起こされている。 

世界では暑熱曝露に伴う心血管疾患や呼吸器疾患

による死亡数が大きく、他の疾病と異なり公衆衛生

の向上による削減があまり期待できない。日本国内

でも同様で、熱疲労などによる循環不全による死亡

が最も大きく、次いで熱中症であり、水害は 1 桁小

さい。また、睡眠障害や疲労は死に至らないが、損

失余命では無視できない被害をもたらしている。 

人体熱収支を計算する代わりに温熱 6 要素からさ

まざまな温熱指標が開発されており、WBGT もその

一つである。WBGT は「暑さ指数」として熱中症予

防に用いられているが、一方で熱収支に即していな

いことも指摘されている。人体熱収支を模擬できる

人体熱モデルに基づいた温熱指標も開発されている

が、あまり利用されていない。救急搬送数や死亡数

と WBGT などの関係を回帰することにより古典的

な予測モデルが開発されてきたが、近年はより人体

側のパラメーターを充実された機械学習に基づく予

測モデルが開発され、実際に運用されている。 

熱中症対策は人体の熱収支を改善することで、人

体熱負荷の増大を防いでいる。しかし、屋外の日射

遮蔽を除けば、効果は必ずしも大きくなく、エアコ

ンを使用して環境温度を低減することが重要である。 

今後の課題としては、社会における被害の実態把

握や将来予測からの重点課題の抽出、より実用的な

温熱指標やリスク予測モデルの開発、そして実効的

な熱中症対策の開発と普及が挙げられる。 
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